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連載 

21世紀にふさわしい経済学を求めて 

第 24 回 

 

桑垣豊 

（NPO 法人市民学研究室・特任研究員） 

 

【これまでの連載（掲載ページへのリンク）】 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 

第10回  第11回 第 1 2 回  第 1 3 回  第 1 4 回   第 1 5 回   第 1 6 回   第 1 7 回  第 1 8 回  

第 1 9 回   第20回  第21回  第22回  第 2 3 回  

第 １ 章    経済学はどのような学問であるべきか （ 第 1 回 ）  
第 ２ 章    需給ギャップの経済学 保存則と因果律 （第 2 回 と 第 3 回 ）  
第 ３ 章    需要不足の原因とその対策 （第4回と第5回） 
第 ４ 章    供給不足の原因と対策 （第 6 回 と 第 7 回 ） 番 外 編  経 済 問 答 そ の 1  
第 ５ 章    金 融 と 外 国 為 替 市 場  （ 第 8 回 と 第 9 回 ）  
第 ６ 章     物 価 変 動 と 需 給 ギ ャ ッ プ （ 第 1 0 回 ）  
第 ７ 章     市 場 メ カ ニ ズ ム  基 礎 編 （ 第 １ １ 回 と 第 1 2 回 ）  
第 ８ 章     市 場 メ カ ニ ズ ム  応 用 編 （ 第 １ ３ 回 と 第 1 4 回 ）  番 外 編  経 済 問 答 そ の 2  
第 ９ 章     労 働 と 賃 金 （ 第 1 5 回 ）  
第 1 0 章    経 済 政 策 と 制 御 理 論 （ 第 1 6 回 ）  
第 1 1 章   経 済 活 動 の 起 原 （ 第 1 7 回 と 第 1 9 回 ）  
番 外 編    経 済 問 答 そ の 3 （ 第 1 8 回 ）  
第 1 2 章   需 要 不 足 の 日 本 経 済 史 （ 第 2 0 回 と 第 2 1 回 ）  
第 1 3 章   産 業 関 連 分 析  
 

第14章 武器取引とマクロ経済 

 

近年、日本政府は軍事同盟を結んでいるアメリカ以外への武器輸出を解禁した。実際には、オ

ーストラリアへの軍事用潜水艦の受注に失敗するなど、実績はゼロである。アメリカへの輸出に

しても、微々たるものであった。ところが、このほど航空自衛隊の次期主力戦闘機を、イギリス、

イタリアと共同開発することを決め、この２国以外の第３国にも輸出できるようにした。第２次

世界大戦後、先進国で唯一ほとんど武器を輸出しなかった日本が、「死の商人」に名を連ねるこ

とになるのか。 

しかし、その前に世界の武器取引の実態は、どうなっているのであろうか。軍事・民生どちらに

も使える部品や工作機械は、どう位置づければいいのか。また、各国マクロ経済の中で、武器生

産、軍事費がどのような位置をしめているのであろうか。この章では、だれでも手に入れること

ができる軍事、経済データから様々な指標を算出して考察し、実態にせまる。 

なお、今回の内容は、2024年３月に進化経済学会・福井大会で発表したものを再編集した。 

https://www.shiminkagaku.org/30303020180315_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_20180520_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_046_20180705_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csinnewsletter_047_201809_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_048_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_050_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter-052-201906-kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnesletter_054_20191010_kuwagaki_economics/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_057_202002_kuwagaki_economics_09/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_059_202009_kuwagaki_economics/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_061_2021_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_063_202108_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_064_202110_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_065_202202_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_066_202204_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_067_202207_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_068_202209_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_069_202212_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_070_202302_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_071_202305_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_072_202309_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_073_202311_kuwagaki/
https://www.shiminkagaku.org/csijnewsletter_074_202402_kuwagaki/
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古代の防衛拠点「安宅（あたか）の関」は、現代

の航空自衛隊小松基地（石川県）に隣接しています。

古代・中世の北陸道は、今の小松市内を通らず海岸

沿いを通っていました。平安時代末期に題材をとっ

た能「安宅」、歌舞伎「勧進帳」の舞台は、古代・

中世北陸道の「安宅の関」です。港もあり物流拠点

でした。今は、軍民共用の小松空港が、関に隣接す

る海岸砂丘上にあります。 

将来、国際共同開発した戦闘機が、安宅の関上空を

飛ぶのでしょうか。 

 

写真 「安宅の関」の松原の上を飛ぶ自衛隊戦闘機 2023年12月撮影 

 

14－１ 武器生産の特徴 

１）武器生産のマクロ経済的特徴 

 武器生産は、耐久品が多いので投資（資産）になるが、生産設備ではない。そういう意味では

生産設備過剰の不況期には、需要を増やして設備稼動率を上げて景気対策（有効需要）になる。

それに対して、生産設備を増やす投資は、設備稼動率が落ちているときはさらに遊休設備を増や

して不況を深刻化する。経済学では、この区別をすることなく設備稼動率を上げるとすることが

多い。注意が必要である。 

 武器のうち弾薬などの消耗品は、もちろん有効需要である。生産力不足になやむ途上国にとっ

ては、貧しさの原因になる。需要不足の先進国も、自国が戦場になると景気がよくなると喜んで

いる場合ではなくなる。生産設備破壊は供給不足を招く。武器生産は生産能力にはならないが、

個人に直接の効用がないという意味では、設備投資と同様である。 

 

２）軍事と産業の関係  

 軍事と産業の関係で以下のように分類できる。軍事と民生の中間に、軍事と関連の深い住民監

視や世論操作技術がある。技術や産業はいろいろな社会問題を引き起こすが、その中で「住民監

視・世論操作技術」は軍事と関連するものとして、軍事の問題と一緒にとりあげるべき問題だと

考える。既存の議論に対して、新たに［Ｂ］［Ｃ］を加えた。そして、［Ｄ］であっても軍事と

無関係とは言えない。  
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［Ａ］軍事産業  

 武器や軍事関連サービスなどを直接提供している産業。ほとんどが軍事にしか使えないものを

あつかう産業も含める。  

 

［Ｂ］軍事関連製造業  

 部品・中間製品納入は、民生品と共通のことも多い。軍事産業と言うには無理があり、最近の

ことばでいうとデュアルユースである。工作機械メーカーは、その中で超精密加工ができる産業

が最先端の兵器や部品をつくることができる。コスト度外視の軍事費でこそ成り立つと言えるか

も知れない。超精密加工技術は、医療機器、半導体生産とも通じる。ヨーロッパ各国は、ドイツ

を除いて製造業が衰退しているが、軍事産業を維持して国際収支を支えているが、軍事技術の民

間転換は簡単ではない。  

 日本は民生用の精密工作機械では、世界のトップグループに入るが、超製密工作機械では欧米

には追いついていない。技術面だけ考えても、今さら、軍事技術の世界で競争できるかあやしい。  

 

［Ｃ］情報産業  

 情報産業の軍事部門への参入が著しいが、製造業を中心とする既存産業以上にデュアルユース

である。武器製造設備は民生転換がむずかしいが、情報産業はもともと共通の装置やサービスが

多く区別ができない。民間のために開発した技術が、容易に軍事転換できるものが多い。逆もし

かり。新たなデュアルユース問題を引き起こしつつある。軍事と住民監視技術も共通点が多く、

人工知能による個人識別（顔、歩き方など）は大きな問題になりつつある。  

 

［Ｄ］直接関係のない企業や資産家の余剰金  

 軍事と関係のない企業や資産家の余剰金は、結果として資金バランスから間接的に武器などの

軍事予算となっているはずである。軍事と関係がなくても、巨大企業が大きな利益をあげ、内部

留保を確保するためには、世界のどこかでだれかが多額の借金をしている必要がある。多くの国

が、多額の国債発行で予算を確保している。余剰金増大が低賃金によってもたらされている部分

も大きい。賃金の上方硬直性が問題になっている裏側に、軍事予算増大を疑わせる。  

 

３）軍事産業にとっての戦争と利潤  

 戦争がおきると在庫の処分ができ、稼動率が上昇するので、当初は追加コストがかからず大き

な利益が上がる。情報産業では、民間転用が簡単なので、戦争が途中で終っても過剰設備をかか

えて困らない。  

 一般に軍事産業は利潤率が高い。そのかわりコスト意識が働きにいくいので、武器製造業では

民生転換がむずかしい。また、人材は、アメリカでは軍事に近い宇宙産業で、NASA浪人が社会

問題になった。日本の武器産業は利潤率が低い。武器輸出がほとんどないので、防衛省の発注に
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ムラがあると稼動率の低下に見舞われる。アメリカ以外への武器輸出解禁を迫る圧力となってい

る。  

 

４）科学技術開発と軍事  

 本来、科学・技術は、ガリレオ、ダビンチの時代から軍事技術として発展した。世界のベンチ

ャー企業も、軍事予算による支援の大きさを見逃してはいけない。欧米・日本も軍事が技術進歩

をリードした歴史がある。第２次世界大戦から官民の区別があいまいになる総力戦になり、デュ

アルユースが顕在化。  

 この章では、それをさらに分割して４分類とした。この４分類による産業と軍事の関係の分析

は今後の課題として、以下、世界的な軍事と経済の関係を国際データから考察する。  

 

14－２ 武器生産の実態 

１）世界の軍事産業  

 ストックホルム国際平和研究所のサイトから、世界の軍事産業のリストをつくった。この研究

所は、毎年軍事産業の売上トップ100を公表している。その21年分を使って、出現回数を数え国

別リストにした。名だたる企業が名を連ねている。この元データは古い年代にまちがいがあって、

21年で27回出現などあきらかにおかしいところがあったので、フル出場21回に改めた。どの会

社と間違ったかは見当がつくが、そのままにした。  

 日本のメーカーは９社だが、石川島播磨重工がＩＨＩに社名変更したので、実質８社。７頁の

表の下に国別企業数をあげた。249社のうちアメリカは110社で圧倒的。イギリス、ロシア、フ

ランス、韓国がそれに続き10社以上。中国、日本が9社。イスラエル、ドイツ、イタリアが５社

以上。この中で日本だけが、ほとんど輸出していない。  

 

  



『市民研通信』第75号                                                                                      通巻221号2024年4月20日 

 

- 5 - 

 

表14－1 世界の軍事産業 ストックホルム国際平和研究所より（３頁で１セット）
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２）各国の軍事費と武器生産  

 ストックホルム国際平和研究所のデータで、各国軍事費をあげた。また、武器生産額は世界の

トップ100のメーカーの分しかわからないが、国別に集計した額を表14－２に載せた。武器取引

のデータが５年分しかないので、すべて５年分合計で統一しているのでご注意を。後でとりあげ

るとき表と共通にするので、武器輸出上位40国を輸出の多い順に並べて、武器生産額をあげた。

一番下に日本も載せている。  

 武器生産と武器輸出の傾向はだいたい同じである。軍事費は、アメリカ、中国、インドが上位

３位。武器生産は、アメリカ、中国、イギリスが上位３位。また、軍事費とも並行している。日

本の武器生産は５年で４億ドルを超えるが、武器輸出は５年でわずか500万ドル。武器生産が一

番多いアメリカは５年で１兆2800億ドル、軍事費は３兆7700億ドル。円ではないのでお間違い

なく。  

表14－２ 基本経済統計と武器統計 単位：100万ドル 
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14－３ 各国の武器輸出入総額 

１）武器輸出 表14－２参照  

 アメリカ、ロシア、フランス、中国、ドイツが５大輸出国である。アメリカは年平均で１兆円

以上輸出している。ただし、総輸出額の0.4％にすぎない。世界全体でも武器の割合は２％程度

だが、貿易額は中間支出を含んでいるので、付加価値ではおおよその見当で２倍の４～５％程度

だと思える。総輸出額の中でロシアの2.8％は圧倒的に大きい。ウクライナ戦争以前の状態であ

る。この表の武器輸出の割合はかなり低いので、把握できていない武器輸出が多い可能性がある。

武器輸出率が次に高いのは、イスラエル1.2％である。  

 以下の図で、オーストラリアが少し変なのは、Excelのマップ機能の欠陥でオーストラリアが

欠落してしまうから。別の画像に、当てはまる色を塗って張り付けてある。  

 

図14－3 武器輸出上位30カ国 2016-2020合計 

 

２）武器輸入 （19頁の表14－６参照）  

 武器輸入が多いのは、サウジアラビア、インド、エジプト、オーストラリア、中国であること

がわかる。輸出入両方が５位以内は中国だけである。両方10位以内だと韓国がある。  
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14－４ 世界的武器貿易 

ストックホルム国際平和研究所（ＳＩＰＲＩ）は毎年年鑑を発行して、国際的軍事情勢や核軍

縮、武器取引などについて基礎的な情報と分析を提供している。武器取引の実態として、どの国

からどの国に、どれだけ武器輸出をしているかが知りたい。それを、表14－３にまとめた。 

ＳＩＰＲＩ年鑑には、輸出上位５０国と輸入上位５０国のそれぞれに、多い順に３カ国の取引割合を％で載

せている。武器メーカー上位１００社のデータを、５年分の合計金額割合を％で表わしている。一方、各国

毎年の武器輸出入額をネットで公開している。武器輸出入額それぞれを国別に５年分合計して、上記の％

に掛けると金額がわかる。各国輸出入額総額には、上位１００社以外の取引も含んでいるが、大部分を網

羅しているはずなので、差は大きくないはずである。 

％表記は２桁表示なので、算出した金額も有効数字は２桁なのでご注意いただきたい。また、輸出上位

５０国と輸入上位５０国のそれぞれ３カ国には、重なる組み合わせもある。その場合は、２つの平均を取った。

次頁以後の表は、左側に縦に輸出国、上側に横に輸入国をとって、まじわる升目に取引金額を１００万ドル

単位で載せた。円ドルの購買力平価は、だいたい今も１００円／ドルなので、約１億円にあたると考えても

らえばいい。輸出国に比べて輸出国が多いので、大変横に長い表になっている。 

 

【考察】 

もっとも輸出総額が多いのがアメリカで、年間１兆円（５年で５兆円）以上。もっとも輸入額が大きいの

がサウジアラビアで年間3000億円以上。サウジアラビアの輸入額の80％ほどがアメリカから。もっとも少

ない方では、表の一番右下のほうの「イランからイエメン（フーシ派）に」５年で20億円。額は少なくても、

今のイスラエルによるガザ攻撃に関連する重要な情報である。 

アメリカからの輸出が多いのは貿易行列の表から、サウジアラビア、オーストラリア。ロシアは、インド、中

国である。イラクはめずらしく、両方から大量（１０億ドル以上）に輸入している。どこから輸入するかで、欧

米寄りと中露寄りで世界を２分している。日本の武器輸入はアメリカが圧倒的だが、イギリス、スウェーデ

ンからも輸入している。 

そのほか、たくさんのことがわかるが、それは読者のみなさんが自分で見つけていただきたい。 
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表14－３ 世界各国間の武器取引 2016-2020合計 ３頁で１セット 
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14－５ 武器生産・軍事産業のマクロ経済での位置づけ 

１）世界的余剰金と軍事産業 

 世界的に、先進各国の民間企業（非金融）の余剰金が積みあがる一方、政府部門の借入金が増

えている。同じ国の中で、政府から民間企業に資金が移動していると同時に、貿易・資本取引に

よる国家間の資金移動も膨大である。国内的には法人減税競争によって、国家間では主に多国籍

企業の活動がこのような事態を招いている。政府による緊縮財政が必要な民生分野の公共支出を

減らし、大量の国債発行が投資家や金融部門の利益につながっている。 

 国を超えた多国籍企業などの活動が様々な問題を引き起こしている。その中で、軍事産業の利

益と各国内の資金循環（部門別貸借関係）、先進国と資源国・途上国の間の資金移動の実態の分

析を試みる。そして、資金余剰と最終支出としての軍事支出の関係を調べる。  

 

２）民間企業と余剰金  

 民間企業の「付加価値」から賃金・報酬を差し引いた残りが「利潤」である。利潤から、法人

税・配当金・利払いを除くと、企業の手元に残る資金が企業貯蓄（内部留保）である。内部留保

は、日本で20世紀末から民間法人部門がマクロで資金余剰主体になったことで、注目を集めた。

日本以外の先進各国でも内部留保が拡大しているはずだが、マクロには表面化していない。  

 おそらく、タックスヘイブンの利用で利潤ではない形で蓄積しているものと思える。一方、個

別企業の内部留保は、情報産業を中心に多くの人の知るところである。日本の企業は、たくさん

の租税特別措置があるので、実質の税負担はかなり軽い。名目法人税率のことをマスコミなどが、

「実効税率」などと実質税率であるかのように報道するので、少ない負担が近年の減税でさらに

減っている。それで、日本企業は、法律の抜け道のようなタックスヘイブンを、あえて使わなか

ったようだが、最近は拡大。後述の「グローバル・タックスと多国籍企業」金子文夫著によると、

468億ドル（2013年）にものぼる推定を紹介している。  

 

３）余剰金と借入金  

 近代以前の世界では、利益をためる手段は金銀などの実物資産の割合が大きかった。その時代

は、ためた富はそこにあるので、富の所有主体で富は完結していた。ところが、貨幣とくに信用

創造による富の蓄積が一般的になると、余剰金は別のだれかの借入金とうらはらの関係になる。

世界的に法人内部留保が大きくなると、政府や家計の負債が増える。マクロに家計が赤字になっ

たことがある先進国はアメリカやポルトガルぐらいであるが、政府の負債の増大は世界的に一般

化しつつある。  

 その中で、軍事費や武器購入費用になる部分はどれくらいの割合をしめるのであろうか。国際

マクロ経済データと、武器関連の統計をさぐることにした。特に途上国の武器輸入と借金の関係

は気になるところである。 
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４）有効需要？  

 需要不足対策としての武器消耗（戦争）の是非は、戦前から問題になっていた。また、軍事費

の中の武器生産の割合と人件費、失業対策の一面など気になる点は多い。今回は武器生産と、武

器貿易に焦点をしぼった。産業の中の武器生産や戦争は、前回テーマにした産業連関分析を編み

出したレオンチェフの問題意識でもあった。  

 

14－６ 余剰金と武器取引 

１）地球規模の余剰金と武器産業 

 以下のような表のような組み合わせで、上述の３つの表を作成してそのパーセンテージを算出

した。最後に、各国セクターの余剰金と武器関連データの関係を考察する。各表で目立つ数字の

背景をオレンジ色に塗った。  

 

２）資金余剰・借入主体（17頁の表14－４参照） 

武器輸出の多い各国の３つのセクターの貯蓄／借入状態をＯＥＣＤの国民経済計算統計から考察する。

以下、2016年からの５年間の合計値ですべて分析する。ＯＥＣＤデータで気をつけるべきことは、加盟国

が先進国を中心に４０カ国程度しかないので、武器を輸入している途上国や産油国などを含んでいない

ことです。 

武器輸出国で全体の余剰金が多いのは、ヨーロッパ北半分のドイツ、オランダ、スウェーデン、ノルウェ

ー、デンマーク、ポーランド、リトアニア、そのほかにオーストラリア、イスラエル、トルコ、韓国などである。こ

れらの国は需要不足をうかがわせる。過去の債務返済に追われるギリシャは、-10％ほどの大幅な借入

（マイナスの余剰金は借入）がある。 

政府は軒並み借入主体であるが、アメリカ、スペインが５％以上である。日本がそれほど目立たないの

は、政府が年金基金など他国にない大量の資産を積み上げていて相殺しているからである。スイスは、家

計が大幅に貯蓄しているが民間法人が５％近く借入しているのが特徴的で、武器生産と輸出で有名であ

る。 
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 民間法人のデータが内部留保と異なるのは、資金以外の資産の積み上げも企業貯蓄になるから

である。韓国、スペイン、リトアニア、ポーランドが10％以上のプラスである。これらは、武器

輸出の上位にあるが輸出にしめる武器輸出が多いわけではない。 

 

３）武器輸出と余剰金（18頁の表14－５参照）  

 フランス、イギリスの武器輸出が民間法人の余剰金に貢献しているのがわかる。イギリスは、

国全体で貯蓄がマイナスであるので、武器輸出が貿易赤字の拡大を防いでいる。アメリカは、輸

出額世界一だが総輸出にしめる割合はそれほど大きくない。スウェーデンは武器輸出先を厳密に

審査しているというが、表14－３（11頁）によると問題のありそうなアルジェリアやパキスタ

ンにも輸出している。  

 

４）武器輸入と余剰金（18・19頁の表14－５・６参照）  

 赤字の政府貯蓄にしめる武器輸入の割合が大きいのが、イスラエル、オーストラリア、リトア

ニアである。貯蓄に対する武器輸入率がマイナスになるのは、分母の政府貯蓄がマイナスだから

である。イスラエルは大半がアメリカからの輸入である（表14－３）。オランダは、政府貯蓄

が黒字であるが、それに対する武器輸入割合が高い。予算に余裕のある中で、武器を購入してい

ることになる。政府貯蓄が国全体の貯蓄を黒字にしている珍しい国であるが、タックスヘイブン

国家と言われていることと関係がありそうである。タックスヘイブン国家とは、登記した企業の

法人税を安くして手数料収入を得るなど、節税を手助けしながら手数料をあてにしている国家や

地域のことである。  

 総輸入にしめる武器輸入が多いのは、アルジェリア、パキスタン、アフガニスタンなど政情不

安定の国ばかりである。特にアフガニスタンは20％近い。国家予算にしめる武器輸入の割合で

は、ベラルーシ6.8％が目立つ。  

 また、国家予算にしめる軍事予算が20％以上と大きいのは、サウジアラビア、オマーン、ベ

ラルーシであるが、10％を超える国が表３に13カ国もある。  

 

５）まとめ  

 世界の民間企業の内部留保の大きさが問題になっているが、武器取引が特に大きな割合をしめ

ているようには見えない。しかし、一定の割合をしめているのは事実で、途上国や政情不安定国

では無視できない大きな割合をしめている。製造業が衰退したヨーロッパ諸国が、武器を有力な

輸出品にしているのは確かで、その利益が戦争・紛争抑止の力を弱めている。また、冷戦期ほど

ではないが、武器取引のブロック化が、欧米と中露の間に進んでいることも、表14－３の武器

貿易行列から読み取れる。 
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表14－４ GDP・余剰金 輸出の多い順 
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表14－５ 軍事武器費・余剰金比率 輸出の多い順
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表14－６ 軍事武器費・余剰金比率 輸入の多い順 
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14－７ タックスヘイブンと武器取引 

タックスヘイブンとは、法人登記すれば合法的に節税できる手段になる国や地域のことである。

合法なので、一定公開情報があり、資金を送り出す先進国側では国民経済計算の中に含んでいる

部分もある。その公開情報や金融機関の協力で、タックスヘイブンの実態をＯＥＣＤなどが推測

している。いくつもの推計があるが、世界で年間２０兆円～５０兆円程度節税しているようであ

る。しかし、これは総額であって、どんな取引に関連する資金移動であるかはわからない。恐ら

く、別の名目で武器の不正取引にも使っている。  

 タックスヘイブンに関係するが、不正資金移動額の推定もある。ワシントンにある「グローバ

ル金融インテグリティ」という組織が毎年公表している。関税逃れや、武器・薬物・臓器の違法

取引であるという。やや古いデータだが、不正資金移動額の推定と同じ時期の武器取引の額を、

ストックホルム国際平和研究所のデータを元に表にまとめた。  

 ここでの武器貿易の額は公開部分だが、不正取引の額が多い国ほど武器取引が多い関係にある。

不正資金移動が多い中国、ロシア、インドで、武器貿易の額が大きいことがわかる。輸出が多い

のがロシア・中国で、輸入が多いのが中国・インド。そのほか、リストにあるサウジアラビア、

ブラジル、インドネシア、タイも武器輸入が多い。不正資金移動のうち、武器取引がどれくらい

あるかまでは、わからない。ただ、間接的かも知れないが、法人・個人の余剰金の運用先として、

不正武器取引があるのは確かである。  

表14－7 不正資金移動と武器取引 

 

 金額は大きくないが、経済規模から見ると多額の不正資金移動があるのが途上国である。そこ

では、紛争などで闇の武器取引も多い。タックスヘイブンで資金洗浄して、先進国やロシア、中

国から紛争国へ、表に出ない武器輸出がある。その恐るべき実態は『武器ビジネス マネーと戦

争の最前線 上・下』に載っている。日本政府が次期主力戦闘機を共同開発しようとしているイ

ギリスの軍事メーカー「ＢＡＥシステムズ」は、国内やアフリカや中東各国の政府要人に多額の

見返りを支払っている。金額は、民間機が対象だったロッキード事件よりずっと多い。 
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【著書紹介】 

武器取引や軍事産業の実態がわかる著書を紹介します。 

 

『ウルトラ・ダラー』 手嶋龍一 

北朝鮮の印刷した偽ドルは、ウクライナからミサイルを買う費用にあてるという筋書です。この本は、フィクシ

ョンをおりまぜながら、不正資金移動と武器取引を描いています。北朝鮮の偽ドル印刷事件よりも前に出た本

なので、予言の書となりました。描いていることの多くは実態を反映していると思え、武器取引の実情がかいま

みえます。著者の手嶋氏は、ＮＨＫワシントン支局長として、昔ニュースによく出演していました。そのときに手に

入れた情報を、提供者が特定できないように小説にしています。 

 

『武器ビジネス 上・下』 ファインスタイン，アンドレー 

戦前にさかのぼって武器ビジネスの実態にせまっています。著者は、アパルトヘイト廃止後の南アフリカの国

会議員で、武器取引を検証する立場でした。裏金の実態を明らかにしようとして任務から降ろされます。その

後、イギリスでに移住して南アフリカに武器を売り込んだＢＡＥシステムズなどを追求し、著作活動も行なって

います。 

ナチスの元将校のつくった会社がドイツで巨大武器メーカーになる話や、イギリスがサウジアラビアに武器

を売るために、サッチャー首相がサウジの王室関係者に深くおじぎをして売り込みをかける場面があります。イ

ギリスでは多くの軍事産業が合併して、巨大国策会社のＢＡＥシステムズが誕生しました。イギリスは国内法改

正によって、きわどい取引がむずかしくなったので、スイスにダミー会社をつくってそこで手続きをするようにし

たなど、具体的な摘発のがれの方法が書いてあります。 

 

『日本の兵器工場』 鎌田慧 

40年前の本ですが、今に通用する日本の武器生産の実態がよくわかります。三菱重工専務である東条英

機のご子息にインタビューする場面は有名です。この本では、私が町角で見かけたことのある工場も、弾薬を

造っていることがわかりました。もっとも印象的なことは、防衛庁（当時）は利益率を低めに設定しているので、

あまりもうからないということでした。 

防衛省になってからもそれは変わらず、発注の少ない年は設備稼動率が下がるので赤字になる可能性が

あり、近年武器生産をやめる企業があいついでいます。武器産業がもうからないのは、武器生産国で日本だ

けかも知れません。ぼろもうけしないのは結構なことですが、赤字になることがあるのはいかがなものかと思い

ます。ただ、その前に日本の防衛はどうあるべきかを検討し直す必要があります。 

この本が出てから、武器産業の口が重くなって、取材に応じることも少なくなったということです。これは、私

も体験しています。アルミ産業を取材した後、同じことを新聞記者やＮＰＯの知り合いが聞こうとしても、答えて

くれなくなりました。取材の方法がまずく、電話で聞こうとしたり、広報に尋ねたりするからだ、ということが主な

原因だったかも知れませんが。 
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市 民 科 学 研 究 室 の 活 動 は 皆 様 か ら の ご 支 援 で 成 り 立 っ て い ま す 。 『 市 民 研 通 信 』 の 記 事 論 文 の 執 筆 や 発 行 も 同 様 で

す 。 も し こ の 記 事 や 論 文 を 興 味 深 い と 感 じ て い た だ け る の で あ れ ば 、 ぜ ひ 以 下 の サ イ ト か ら ワ ン コ イ ン （ 10 0 円 ） で の カ

ン パ を お 願 い し ま す 。 小 さ な 力 が 集 ま っ て 世 の 中 を 変 え て い く 確 か な 力 と な る ― そ ん な 営 み の 一 歩 だ と 思 っ て い た だ け

れ ば あ り が た い で す 。  

ワ ン コ イ ンカ ンパ ← こ こ を ク リ ッ ク （ 市 民 研 の 支 払 い サ イ ト に 繋 が り ま す ） 
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【サイトの紹介】 

「ストックホルム国際平和研究所」 https://sipri.org/ 

 年鑑は紙と有料ＰＤＦ。サイトでは、データベースで情報が手に入るがあまり使いやすくない。年鑑の要約を

無料のＰＤＦで公開している。武器取引関連は、提供情報の５分の１程度か。  

「ＯＥＣＤ」主要指標 https://compareyourcountry.org/key-indicators/jp 

 筆者は、２月20日頃、国民経済計算年鑑のＰＤＦを無料で１０年分ダウンロードできた。その３日後、２０年

分がＰＤＦになったが有料ダウンロードに変更。紙の年鑑ももちろん有料。データベースもあるがわかりにくい。  

「国際通貨基金(IMF)」データ https://www.imf.org/en/Data 

 世界各国の輸出入総額６０年以上分をファイル保存した。普通にマウスでなぞっても無数のセルのうち１つの

セルの数字しかコピーできない。そこで、GoogleChromeでサイトのページをファイルで保存するとよい。とこ

ろが、ＩＭＦのデータベースは画面に表示している部分しか保存できない。それでは６０年分は、100ファイル

以上になる。そこで、表示倍率を最小の10％にして、表示部分を上下にずらして２ファイルで保存した。  

 財務省の貿易統計サイトでは、日本の貿易相手ごとの各年輸出入額がエクセルでダウンロードできるが、アジ

アの部分で途中から１列ずれているなどおかしい部分があり、やや信頼性に欠ける。  

 

https://www.shiminkagaku.org/100yensupport/
https://sipri.org/
https://compareyourcountry.org/key-indicators/jp
https://www.imf.org/en/Data
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